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平成 18 年５月 19 日 

 

各      位 

 

会 社 名 リオン株式会社 

代表者名 代表取締役社長 井上清恆 

（コード番号６８２３  東証第２部） 

問合せ先 取締役管理統括部長 

  清水健一 

  （TEL.042-359-7099） 

 

（訂正）平成 18 年３月期「決算短信（連結）」及び「個別財務諸表の概要」の 

訂正に関するお知らせ 
 

平成 18 年４月 28 日に発表いたしました「平成 18 年３月期 決算短信（連結）」及び「平成 18 年３月期 個別財

務諸表の概要」に一部誤りがありましたので、下記のとおり訂正いたします。なお、数値データに変更はありませ

ん。 

 

記 

 

Ⅰ．訂正事項 
１．決算短信（連結） 

 

(1) 添付資料 10 ページ 

「事業等のリスク ①研究開発について」において、研究開発費の記載に誤りがありました。 

 

(2) 添付資料 23 ページ 

「注記事項（連結損益計算書関係） ※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費」において、

研究開発費の記載に誤りがありました。 

 

２．個別財務諸表の概要 

 

(1) 添付資料 42 ページ 

「注記事項（貸借対照表関係） ※１ 担保資産及び担保付債務」において、担保付債務の記載に誤りがあり

ました。 
 

(2) 添付資料 43 ページ 

「注記事項（損益計算書関係） ※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費」において、研究

開発費の記載に誤りがありました。 
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Ⅱ．訂正内容（訂正箇所は  にて表示しております） 

 

１．決算短信（連結） 

 

(1) 添付資料 10 ページ 

（訂正前） 

①研究開発について 

当社グループの製造する製品群における技術革新は著しく、お客様のニーズに沿った新製品を市場に供

給し続けるためには、多品種にわたる充分な研究開発活動が不可欠となっております。また、製品が多品種

かつ少量生産であるため、商品化までのコストを含めた研究開発費は高い水準となり、平成 18 年３月期に

おける同費用は 13 億 7,404 万円で、売上高に占める割合は 7.2％となっております。 

 

 

（訂正後） 

①研究開発について 

当社グループの製造する製品群における技術革新は著しく、お客様のニーズに沿った新製品を市場に供

給し続けるためには、多品種にわたる充分な研究開発活動が不可欠となっております。また、製品が多品種

かつ少量生産であるため、商品化までのコストを含めた研究開発費は高い水準となり、平成 18 年３月期に

おける同費用は 14 億 3,760 万円で、売上高に占める割合は 7.5％となっております。 

 
 

(2) 添付資料 23 ページ 

 

（訂正前） 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

1,432,882千円 
 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

1,374,045千円 

 

（訂正後） 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

1,432,882千円 
 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

1,437,608千円 
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２．個別財務諸表の概要 

 

(1) 添付資料 42 ページ 

（訂正前） 
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産のうち下記の建物、土地は借入金の

担保に供されております。 

建物 1,732,825千円

土地 4,583,331千円

合計 6,316,156千円

  

※１ 有形固定資産のうち下記の建物、土地は借入金の

担保に供されております。 

短期借入金588,600千円および長期借入金(一年以

内返済を含む)1,420,000千円を含む銀行取引の担

保に供されている資産 

建物 1,655,625千円

土地 4,583,331千円

合計 6,238,956千円
 

なお、前事業年度について同一の方法により表示

を行うとすれば次のようになります。 

短期借入金717,260千円および長期借入金(一年以

内返済を含む)1,527,160千円を含む銀行取引の担

保に供されている資産 

建物 1,732,825千円

土地 4,583,331千円

合計 6,316,156千円
  

 

（訂正後） 
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産のうち下記の建物、土地は借入金の

担保に供されております。 

建物 1,732,825千円

土地 4,583,331千円

合計 6,316,156千円

  

※１ 担保資産及び担保付債務 

 有形固定資産のうち下記の建物、土地は借入金の

担保に供されております。 

長期借入金(一年以内返済を含む)1,420,000千円

を含む銀行取引の担保に供されている資産 

建物 1,655,625千円

土地 4,583,331千円

合計 6,238,956千円
 

なお、前事業年度について同一の方法により表示

を行うとすれば次のようになります。 

長期借入金(一年以内返済を含む)1,527,160千円

を含む銀行取引の担保に供されている資産 

建物 1,732,825千円

土地 4,583,331千円

合計 6,316,156千円
  

 

(2) 添付資料 43 ページ 

（訂正前） 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,432,882千円であります。 
 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,374,045千円であります。 

 

（訂正後） 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,432,882千円であります。 
 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,437,608千円であります。 

 

以上 


